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議案第２６号 

 

令和７年度二宮町下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度二宮町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 処 理 面 積                      ４２６ｈａ 

 (2) 年間有収水量              ２，０２６，４８０ｍ3 

 (3) 一日平均有収水量                    ５，５５２ｍ3 

 (4) 主な建設改良費 

     (ア)汚水枝線等工事                     １５１，０００千円 

    (イ)流域下水道建設費負担金               ２４，９４１千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用

中公営企業会計支援業務委託料等の財源にあてるため、公営企業会計適用債 

４，９００千円を借り入れる。 

収  入 

  第１款   下水道事業収益        ８１６，４１４千円 

   第１項   営 業 収 益        ３２１，３３８千円 

   第２項   営 業 外 収 益        ４９５，０７６千円 

支  出 

  第１款   下水道事業費用        ８０５，９０１千円 

   第１項   営 業 費 用        ７２７，９９３千円 

   第２項   営 業 外 費 用         ６７，８７７千円 

   第３項   特 別 損 失             ３１千円 

   第４項   予 備 費         １０，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額２４５，２５５千円は、当年度分消費税資本的

収支調整額１５，４１３千円、過年度分損益勘定留保資金５４，５８０千円及

び当年度分損益勘定留保資金１７５，２６２千円で補てんするものとする。）。 

 

収  入 

  第１款   資 本 的 収 入          ５１６，１６０千円 

   第１項   企 業 債         ３４０，６００千円 

   第２項   他会計出資金          １５，４８９千円 

   第３項   他会計補助金          ４６，７９６千円 

   第４項   国 庫 補 助 金             １０８，０００千円 

   第５項   負 担 金 等           ５，２７５千円 

支  出 

  第１款   資 本 的 支 出          ７６１，４１５千円 

   第１項   建 設 改 良 費         ３３６，６７１千円 

   第２項   企業債償還金         ４２４，７４４千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおり

と定める。 

事  項 期  間 限 度 額 

排水設備水洗化改造資金として融資し

た金融機関に対する損失補償（令和7

年度） 

令和７年度 

～ 

令和１２年度 

1,900千円 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

（単位 千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道 

事業債 
196,000 

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金等に

ついて、利率の見

直しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率） 

政府資金について

は、その融資条件

により、銀行その

他の場合にはその

債権者と協定する

ものによる。ただ

し、町財政の都合

により据置期間及

び償還期限を短縮

し、又は繰上償還

もしくは低利に借

換えすることがで

きる。 

流域下水道 

事業債 
24,600 同 上 同 上 同 上 

資本費 

平準化債 
120,000 同 上 同 上 同 上 

公営企業 

会計適用債 
4,900 同 上 同 上 同 上 

計 345,500    

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２４３，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

 (1) 営業費用と営業外費用及び特別損失 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。 

 (1) 職員給与費             ６３，３３１千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業費用及び資本的支出に充当するため、一般会計からこの会

計へ補助を受ける金額は、３１２，９９４千円である。 

 

令和７年２月２１日提出 

 

                       二宮町長 村田 子   



 

 

 

 

下 水 道 事 業 会 計 

予算に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



収　　入
（単位：　千円）

予　定　額 備　考

1 下水道事業収益 816,414

1 営業収益 321,338

1 下水道使用料 305,390

2 他会計負担金 15,467 雨水処理に係る一般会計負担金

5 その他営業収益 481 指定工事店等手数料

2 営業外収益 495,076

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計補助金 266,198 管理運営に係る一般会計補助金

3 国庫補助金 4,000 管きょ費に対する国庫補助金

4 長期前受金戻入 224,872 長期前受金の収益化額

6 消費税及び地方消費税還付金 2

7 雑　収　益 3

支　　出
（単位：　千円）

予　定　額 備　考

1 下水道事業費用 805,901

1 営業費用 727,993

1 管きょ費 25,015 下水道施設の維持管理経費

2 総係費 96,091 事業活動全般に要する経費

3 流域下水道管理運営費負担金 152,173
酒匂川流域下水道管理事業に要
する経費

4 減価償却費 452,789 固定資産に係る減価償却費

5 資産減耗費 1,925 資産除却費

2 営業外費用 67,877

1 支払利息及び企業債取扱諸費 62,877 企業債等の支払利息

2 消費税及び地方消費税 5,000

3 特別損失 31

3 過年度損益修正損 30 過年度支出の修正見込額

4 その他特別損失 1

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

令和７年度　二宮町下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目

款 項 目

－255－



収　　入
（単位：　千円）

予　定　額 備　考

1 資本的収入 516,160

1 企業債 340,600

1 建設改良債 220,600
公共下水道事業債及び流域下水
道事業債

2 資本費平準化債 120,000

2 他会計出資金 15,489

1 他会計出資金 15,489
企業債償還に係る一般会計出資
金

3 他会計補助金 46,796

1 他会計補助金 46,796
建設改良費に係る一般会計補助
金

4 国庫補助金 108,000

1 下水道事業費国庫補助金 108,000 建設改良費に対する国庫補助金

5 負担金等 5,275

1 下水道事業受益者負担金 4,414

2 下水道事業受益者分担金 861

※公営企業会計適用債は資本的収入に含まない。

支　　出
（単位：　千円）

予　定　額 備　考

1 資本的支出 761,415

1 建設改良費 336,671

1 管路建設改良費 311,730 下水道施設整備に要する経費

2 流域下水道建設費負担金 24,941
酒匂川流域下水道建設事業に要
する経費

2 企業債償還金 424,744

1 建設改良債元金償還金 396,275

2 資本費平準化債元金償還金 25,153

3 公営企業会計適用債元金償還金 3,316

令和７年度　二宮町下水道事業会計予算実施計画

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目

款 項 目
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(単位：千円)

１  業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 1,855

減価償却費 452,789

固定資産除却費 1,925

賞与等引当金の増減額（△は減少） 294

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 6

長期前受金戻入額 △ 224,872

受取利息及び配当金 △ 1

支払利息及び企業債取扱諸費 62,877

営業及び営業外未収金の増減額（△は増加） △ 1,881

営業及び営業外未払金の増減額（△は減少） △ 10,102

小計 282,878

受取利息及び配当金 1

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 62,877

業務活動によるキャッシュ・フロー① 220,002

２  投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 304,262

国（県）補助金による収入 108,000

他会計補助金による収入 46,796

負担金による収入 5,275

特定収入仮払消費税の調整額 △ 12,396

投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 156,587

３  財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 345,500

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 424,744

他会計からの出資による収入 15,489

財務活動によるキャッシュ・フロー③ △ 63,755

４  現金預金の増加額④＝①+②+③ △ 340

５  現金預金の期首残高 93,861

６  現金預金の期末残高 93,521

令和７年度　二宮町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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2  一般職

※表中(          )は短時間勤務職員について外書きしています。

－ － 181

－ － 11,988

比   較 366 1,108 △ 62 0 2,379 12

前年度 636 1,817 446 336 1,781 780 0

12

（単位 千円）

職
員
手
当
の
内
訳

区   分
扶   養
手   当

地   域
手   当

通   勤
手   当

期末勤勉
手       当

本年度 1,002 2,925 384 336 4,160 792 12 －

住   居
手   当

時 間 外
手     当

 管 理 職
 手     当

特殊勤務
手       当

休日夜間
手      当

宿 日 直
手     当

－ 12,169

比      較
（   　   ）

－ △ 1,401 3,996 2,595 △ 26 2,569

0

9,187 58,415

7

前   年   度
（   　   ）

－ 28,849 17,784 46,633

本   年   度
（   　   ）

－ 27,448 21,780 49,228

9,213 55,846

7

区   分
職  員  数

（人）

給     与     費
共   済   費 合   計 備   考

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

37 － 37

（1）総括
(単位 千円）

－ 37

計 0 37 － － － －

－

－

そ の 他 の
特 別 職

0 37 － － － － 37

－ － － － － － － －

－ － － － －

－ 75 － 75

比

較

長   等 － － －

計 6 75 － － －

前

年

度

長   等 － － － －

議   員

－ － 75 － 75

－ － － －－

そ の 他 の
特 別 職

6 75 － －

議   員 － － － －

－ 112

－ － － － －

112 － 112計 6 112 － － － －

6 112 － － － －

本

年

度

長   等 － － －

議   員 － － － － － － － －

－ － － － － －

－

そ の 他 の
特 別 職

給   与   費   明   細   書
1  特別職

（単位 千円）

区     分
職員数
（人）

給     与     費

共   済   費 合   計 備考
報 酬 給 料

期 末 手 当
年間支給率
     （月分）

地 域
手 当

そ の 他
の 手 当

計

112
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千円

昇給職員数

（職員数）

 

  

 

※表中の各数値は、短時間勤務職員を含めずに算出しています。

高  校  卒 194,500 188,000

大  学  卒 220,000 220,000

   ア   初任給

区     分 一 般 行 政 職  （円）
国 の 制 度

          行 政 職   (円）

（歳） 40

令和6年1月1日現在

　　平 均 給 料 月 額 （円） 342,228

　　平 均 給 与 月 額 （円） 390,508

　　平 均 年 齢 

令和7年1月1日現在

　　平 均 給 料 月 額 （円） 325,528

　　平 均 給 与 月 額 （円） 375,495

　　平 均 年 齢 

（歳） 45

(3）給料及び職員手当の状況

   ゠   職員1人当たり給与

基礎額の増減分

その他の増減分 2,766 異動等による増

区                    分 一 般 行 政 職

管理職手当

令和6年4月1日現在 7人

比 較 0人
職 員
手 当

3,996 制度改定に伴う 1,230 制度改正による増 地域手当（10％）、扶養手当

（区分）
令和7年4月1日現在 7人

その他の増減分 △ 1,503 異動等による減 職員数の異動状況

（短時間勤務職員除く）

7 人

一般行政職

102

昇給に伴う 102 昇給間差額は、次の 平均昇給率 1.4%

増加分 とおり推計した。

んでいない。

給  料 △ 1,401 給与改定に伴う 0 当初予算では、本年

(2）給料及び職員手当の増減額の明細

区  分 増 減 額 （千円） 増 減 事 由 別 内 訳（ 千円） 説  明 備                考

増減分 度の給与改定は見込
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※表中(          )は短時間勤務職員について外書きしています。
※表中構成比は、小数点第2位を四捨五入して小数点1位まで表示しているため、合計が100％にならないことがあります。

主 事 補一 般 行 政 職
部  長
参  事

課長
主幹

副主幹
主査

主任主事
 主      事

1 14.3

（級別の基準となる職務）

区   分 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

1
(          ) (          )

－ －

計
(     　    )

7

14.3

4
(          ) (          )

3 42.9
令和6年
4月1日
現在

6
(          ) (          )

－ －

5
(          ) (          )

1

3
(          ) (          )

2 28.6

2
(          ) (          )

3
(          ) (          )

1 14.3

2
(          ) (          )

1 14.3

14.3

4
(          ) (          )

3 42.9
令和7年
4月1日
現在

6
(          ) (          )

－ －

5
(          ) (          )

1

1
(          ) (          )

1 14.3

計
(     　    )

7

   イ  級別職員数

区     分

一    般    行    政    職

級
職 員 数

(人）
構 成 比

（％）
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※表中(          )は、再任用職員の標準的な支給率を記載しています。

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 )

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特   例   措   置
 （3%～45%加算）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特   例   措   置
 （2%～20%加算）

   ォ   定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
  2 0 年 勤 続
  の 者
  （月分）

  2 5 年 勤 続
  の 者
  （月分）

  3 5 年 勤 続
  の 者
  （月分）

 最 高 限 度

  （月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

退 職 時
特 別 昇 給

備 考

国   の   制   度
（1.200 ） （1.200 ） （   2.40  ）

有
2.300 2.300 4.60

前 年 度
（1.175 ） （1.175 ） （   2.35   ）

有
2.250 2.250 4.50

本 年 度
（1.200 ） （1.200 ） （   2.40  ）

有
2.300 2.300 4.60

   エ   期末手当 ヹ勤勉手当

区 分
支  給  期  別  支  給  率 支 給 率 計

（月分）
職制上の段階、職務の級
等による加算措置

備 考
6月（月分） 12月（月分）

4号給 (人） 6 6

比  率        （B）／（A）        （％） 85.7 85.7

前

年

度

職           員            数     （Ａ）   (人） 7 7

2号給 (人）

（Ｂ）  (人） 7

比  率        （B）／（A）        （％） 100.0 100.0

号級数別内訳

1号給 (人） － －

2号給 (人） － －

3号給 (人） － －

4号給 (人） 7 7

－ －

3号給 (人） － －

昇給に係る職員数   （Ｂ）  (人） 6 6

号級数別内訳

1号給 (人） － －

   ウ   昇給

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

本

年

度

職           員            数     （Ａ）   (人） 7 7

7昇給に係る職員数   
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       55が以上60が未満
       50が以上55が未満
       45が以上50が未満

        5が以上10が未満 4,200円 4,200円
        2が以上 5が未満 2,000円 2,200円

       15が以上20が未満 10,000円 10,000円
       10が以上15が未満 7,100円 7,100円

       25が以上30が未満 15,800円 15,800円
       20が以上25が未満 12,900円 12,900円

       35が以上40が未満 21,600円 21,600円
       30が以上35が未満 18,700円 18,700円

26,200円 26,200円
       40が以上45が未満 24,400円 24,400円

交通用具使用者 (国の場合） （町の場合）
       60が以上 31,600円 31,600円

          全額支給限度額（１箇月当たり） 41,900円

29,800円 29,800円
28,000円 28,000円

通 勤 手 当    一 部 異 な る 交通機関利用者

          最高限度額 28,000円

          借家ヹ借間
          最高限度額 28,000円

（町の場合）
          住宅の借り受け

住 居 手 当    同   じ （国の場合）

            100分の10
（町の場合）

地域により100分の20～100分の4の5区分
地 域 手 当    同   じ （国の場合）

満16歳の年度当初から満22歳の年度末までの子
1人当たり加算 5,000円

配偶者及び子以外の扶養親族 6,500円

子 11,500円

扶 養 手 当    同   じ 配偶者 3,000円

   キ   その他の手当

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 内 容 備 考

  支給対象職員の比率
                        （％） 14.29 14.29

  代表的な特殊勤務手当の
  名称

 管理職特別勤務手当

－

   カ   特殊勤務手当

区 分 全 職 種 一 般 行 政 職

  給料総額に対する比率
                        （％） 0.02 0.02
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国県支出金 企 業 債 そ の 他

6 1,067 1,067

7 1,661 1,661

計 2,728 2,728

1 下水道
事業
費用

1 営業
　費用

経営戦略策定事業

款 項 事  業  名

継続費に関する調書

年  度 年 割 額

左 の 財 源 内 訳

全 体 計 画
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（単位  千円）

（％）

1,067 1,067 39.1

1,661 1,661 60.9

1,067 1,661 2,728 100.0

翌年度以降の
支払義務発生

予定額

継続費の総額
に 対 す る
進   捗   率

前前年度末ま
での支払義務

発生額

前年度末まで
の支払義務

発生(見込)額

当該年度支払
義務発生予定

額

当該年度末
までの支払義
務発生予定額
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期   間 金   額 期   間 金   額
国   県
支出金

企業債 その他

令和2年度

 

令和6年度

令和3年度 令和7年度

 

令和6年度 令和8年度

令和4年度 令和7年度

 

令和6年度 令和9年度

令和5年度 令和7年度

 

令和6年度 令和10年度

 令和7年度

 

令和11年度

 令和7年度

  

 

令和12年度

債務負担行為に関する調書

負担する
場合は、
一般財源

1,900

1,900
負担する
場合は、
一般財源

～

融資した金融
機関がそのた
めに損失を受
けた場合に
は、元金及び
期間内の利子
相当額

令和6年度

排水設備水洗
化改造資金とし
て融資した金融
機関に対する損
失補償（令和6
年度）

融資した金融
機関がそのた
めに損失を受
けた場合に
は、元金及び
期間内の利子
相当額

排水設備水洗
化改造資金とし
て融資した金融
機関に対する損
失補償（令和7
年度）

～

(単位  千円）

事  項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源

～

融資した金融
機関がそのた
めに損失を受
けた場合に
は、元金及び
期間内の利子
相当額

融資した金融
機関がそのた
めに損失を受
けた場合に
は、元金及び
期間内の利子
相当額

排水設備水洗
化改造資金とし
て融資した金融
機関に対する損
失補償（令和5
年度）

～

負担する
場合は、
一般財源

1,900 ～

排水設備水洗
化改造資金とし
て融資した金融
機関に対する損
失補償（令和4
年度）

融資した金融
機関がそのた
めに損失を受
けた場合に
は、元金及び
期間内の利子
相当額

排水設備水洗
化改造資金とし
て融資した金融
機関に対する損
失補償（令和3
年度）

1,900
負担する
場合は、
一般財源

～

負担する
場合は、
一般財源

1,900

融資した金融
機関がそのた
めに損失を受
けた場合に
は、元金及び
期間内の利子
相当額

～
～

排水設備水洗
化改造資金とし
て融資した金融
機関に対する損
失補償（令和2
年度）

1,900
負担する
場合は、
一般財源

令和7年度～
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１　固　定　資　産

 (1)有形固定資産

ア土地 7,161

イ構築物 13,689,788

減価償却累計額 △ 1,188,105 12,501,683

ウ機械及び装置 102,285

減価償却累計額 △ 13,854 88,431

エ工具､器具及び備品 342

減価償却累計額 △ 199 143

オ建設仮勘定 20,921

　有形固定資産合計 12,618,339

 (2)無形固定資産

ア施設利用権 869,816

　無形固定資産合計 869,816

 (3)投資その他の資産 0

 固定資産合計 13,488,155

２　流　動　資　産

 (1)現金預金 93,521

 (2)未収金

ア営業未収金 57,924

貸倒引当金 △ 581 57,343

イ営業外未収金 2,393

　未収金合計 59,736

 (3)その他流動資産 0

 流動資産合計 153,257

 資産合計 13,641,412

令和７年度　二宮町下水道事業予定貸借対照表
(令和８年３月３１日)

(単位：千円)

資産の部
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３　固　定　負　債

 (1)企業債 3,994,787

　企業債合計 3,994,787

 固定負債合計 3,994,787

 

４　流　動　負　債

 (1)企業債 412,155

　企業債合計 412,155

 (2)未払金

ア営業未払金 45,471

イその他未払金 36,090

　未払金合計 81,561

 (3)引当金

ア賞与等引当金 4,740

　引当金合計 4,740

 (4)その他流動負債 300

 流動負債合計 498,756

５　繰　延　収　益

 (1)長期前受金

ア受贈財産評価額 1,183,370

収益化累計額 △ 129,698 1,053,672

イ国庫補助金 3,557,552

収益化累計額 △ 304,001 3,253,551

ウ県補助金 198,180

収益化累計額 △ 18,960 179,220

エ他会計補助金 1,989,741

収益化累計額 △ 180,582 1,809,159

オ受益者負担金 439,543

収益化累計額 △ 35,276 404,267

 繰延収益合計 6,699,869

 負債合計 11,193,412

６　資　本　金

 (1)自己資本金

ア固有資本金 2,314,949

イ繰入資本金 90,167

　自己資本金合計 2,405,116

 資本金合計 2,405,116

７　剰　余　金

 (1)資本剰余金

ア受贈財産評価額 7,161

　資本剰余金合計　資本剰余金合計 7,161

 (2)利益剰余金

ア当年度未処分利益剰余金 35,723

　利益剰余金合計 35,723

 剰余金合計 42,884

 資本合計 2,448,000

 負債資本合計 13,641,412

資本の部

負債の部
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注 記 

 

１  重要な会計方針に係る事項に関する注記  

（１）固定資産の減価償却の方法  

ア．有形固定資産  

定額法（ただし、取替資産については取替法）  

主な耐用年数  

構築物          ５０年  

機械及び装置      １０年～２０年  

工具、器具及び備品    ５年  

イ．無形固定資産（リース資産を除く）  

定額法  

主な耐用年数  

施設利用権        ４５年  

（２）引当金の計上方法  

ア．退職給付引当金  

本町は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計においても当該組合に負

担金を拠出しているが、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠

出時に費用処理を行っている。  

イ．賞与等引当金  

職 員 の 期 末 手 当 及 び 勤 勉 手 当 の 支 給 及 び 当 該 手 当 に 係 る 法 定 福 利 費 の 支 出 に

備えるため、当年度末における支給及び支出見込額に基づき、当年度の負担に属

する額を計上している。  

ウ．貸倒引当金  

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額

を計上している。  

（３）消費税及び地方消費税の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。  

 

２  リース契約により使用する固定資産 

（１）リース取引の処理方法  

地方公営企業法施行規則第５５条に規定するリース会計に係る特例を適用し、所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっている。  

（２）オペレーティング・リースに係る未経過リース料相当額  

１年内   1,337千円   

１年超   2,681千円   

計    4,018千円  

 

３  その他の注記  

（１）引当金の取崩し  

ア．賞与等引当金の取崩し  

職 員 の 期 末 手 当 及 び 勤 勉 手 当 の 支 給 及 び 当 該 手 当 に 係 る 法 定 福 利 費 の 支 出 と し

て、賞与等引当金4,446千円を取り崩す。  

イ．貸倒引当金の取崩し  

債権の不納欠損に伴い、未収金に係る貸倒引当金147千円を取り崩す。  



(単位：千円)

１　営　業　収　益

(1) 下水道使用料 277,943

(2) 他会計負担金 12,904

(3) その他営業収益 694 291,541

２　営　業　費　用

(1) 管きょ費 17,899

(2) 総係費 59,842

(3) 流域下水道管理運営費負担金 134,735

(4) 減価償却費 448,879

(5) 資産減耗費 941 662,296

　営業利益又は営業損失（△） △ 370,755

３　営 業 外 収 益

(1) 受取利息及び配当金 1

(2) 他会計補助金 228,072

(3) 長期前受金戻入 223,173

(4) 雑収益 15 451,261

４　営　業　外　費　用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 66,179

(2) 雑支出 4,828 71,007 380,254

　経常利益又は経常損失（△） 9,499

５　特　別　利　益 0

６　特　別　損　失

(1) 過年度損益修正損 25

(2) その他特別損失 1 26 △ 26

７　予　備　費 △ 9,091

　当 年 度 純 利 益 382

　前年度繰越利益剰余金 33,486

　当年度未処分利益剰余金 33,868

令和６年度　二宮町下水道事業予定損益計算書

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)
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１　固　定　資　産

 (1)有形固定資産

ア土地 7,161

イ構築物 13,423,992

減価償却累計額 △ 788,670 12,635,322

ウ機械及び装置 84,525

減価償却累計額 △ 8,657 75,868

エ工具､器具及び備品 342

減価償却累計額 △ 150 192

オ建設仮勘定 20,921

　有形固定資産合計 12,739,464

 (2)無形固定資産

ア施設利用権 895,250

　無形固定資産合計 895,250

 (3)投資その他の資産 0

 固定資産合計 13,634,714

２　流　動　資　産

 (1)現金預金 93,861

 (2)未収金

ア営業未収金 58,436

貸倒引当金 △ 587 57,849

イ営業外未収金 1

　未収金合計 57,850

 (3)その他流動資産 0

 流動資産合計 151,711

 資産合計 13,786,425

令和６年度　二宮町下水道事業予定貸借対照表
(令和７年３月３１日)

(単位：千円)

資産の部
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３　固　定　負　債

 (1)企業債 4,061,442

　企業債合計 4,061,442

 固定負債合計 4,061,442

 

４　流　動　負　債

 (1)企業債 424,744

　企業債合計 424,744

 (2)未払金

ア営業未払金 41,267

イその他未払金 46,503

　未払金合計 87,770

 (3)引当金

ア賞与等引当金 4,446

　引当金合計 4,446

 (4)その他流動負債 300

 流動負債合計 517,260

５　繰　延　収　益

 (1)長期前受金

ア受贈財産評価額 1,183,370

収益化累計額 △ 86,250 1,097,120

イ国庫補助金 3,459,370

収益化累計額 △ 201,572 3,257,798

ウ県補助金 198,180

収益化累計額 △ 12,642 185,538

エ他会計補助金 1,945,044

収益化累計額 △ 119,853 1,825,191

オ受益者負担金 434,747

収益化累計額 △ 23,327 411,420

 繰延収益合計 6,777,067

 負債合計 11,355,769

６　資　本　金

 (1)自己資本金

ア固有資本金 2,314,949

イ繰入資本金 74,678

　自己資本金合計 2,389,627

 資本金合計 2,389,627

７　剰　余　金

 (1)資本剰余金

ア受贈財産評価額 7,161

　資本剰余金合計　資本剰余金合計 7,161

 (2)利益剰余金

ア当年度未処分利益剰余金 33,868

　利益剰余金合計 33,868

 剰余金合計 41,029

 資本合計 2,430,656

 負債資本合計 13,786,425

資本の部

負債の部
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注 記 

 

１  重要な会計方針に係る事項に関する注記  

（１）固定資産の減価償却の方法  

ア．有形固定資産  

定額法（ただし、取替資産については取替法）  

主な耐用年数  

構築物          ５０年  

機械及び装置      １０年～２０年  

工具、器具及び備品    ５年  

イ．無形固定資産（リース資産を除く）  

定額法  

主な耐用年数  

施設利用権        ４５年  

（２）引当金の計上方法  

ア．退職給付引当金  

本町は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計においても当該組合に

負担金を拠出しているが、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、

拠出時に費用処理を行っている。  

イ．賞与等引当金  

職 員 の 期 末 手 当 及 び 勤 勉 手 当 の 支 給 及 び 当 該 手 当 に 係 る 法 定 福 利 費 の 支 出 に

備えるため、当年度末における支給及び支出見込額に基づき、当年度の負担に属

する額を計上している。  

ウ．貸倒引当金  

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額

を計上している。  

（３）消費税及び地方消費税の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。  

 

２  リース契約により使用する固定資産 

（１）リース取引の処理方法  

地方公営企業法施行規則第５５条に規定するリース会計に係る特例を適用し、所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっている。  

（２）オペレーティング・リースに係る未経過リース料相当額  

１年内   1,422千円   

１年超   4,347千円   

計    5,769千円  

 

３  その他の注記  

（１）引当金の取崩し  

ア．賞与等引当金の取崩し  

職 員 の 期 末 手 当 及 び 勤 勉 手 当 の 支 給 及 び 当 該 手 当 に 係 る 法 定 福 利 費 の 支 出 と し

て、賞与等引当金4,675千円を取り崩す。  

イ．貸倒引当金の取崩し  

債権の不納欠損に伴い、未収金に係る貸倒引当金149千円を取り崩す。  
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令 和 ７ 年 度　二 宮 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 明 細 書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　入

1 下水道事業収益 816,414 768,441 47,973

1 営業収益 321,338 319,335 2,003

1 下水道使用料 305,390 305,737 △ 347

2 他会計負担金 15,467 12,904 2,563

5 その他営業収益 481 694 △ 213

2 営業外収益 495,076 449,106 45,970

1 受取利息及び配当金 1 1 0

2 他会計補助金 266,198 225,927 40,271

3 国庫補助金 4,000 0 4,000

4 長期前受金戻入 224,872 223,173 1,699

6 消費税及び地方消費税還付金 2 2 0

7 雑　収　益 3 3 0

款　　　項　　　目 本年度 前年度 比較

－275－



（単位：　千円）

金額

1 下水道使用料 305,390 下水道使用料 305,390

1 他会計負担金 15,467 雨水処理負担金 15,467

3 手数料 481 指定工事店･責任技術者登録手数料 481

1 預金利息 1 預金利息 1

1 他会計補助金 266,198 他会計補助金 266,198

1 国庫補助金 4,000  社会資本整備総合交付金 4,000

1 長期前受金戻入 224,872

1
消費税及び
地方消費税還付金

2
消費税還付金
消費税還付加算金

1
1

1 延滞金 2
下水道事業受益者負担金延滞金
下水道使用料延滞金

1
1

4 その他雑収益 1 時効完成による下水道使用料過誤納金 1

受贈財産評価額長期前受金戻入
国庫補助金長期前受金戻入
県補助金長期前受金戻入
他会計補助金長期前受金戻入
受益者負担金長期前受金戻入

43,448
102,429

6,318
60,729
11,948

説明
区分

節
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支　　出

1 下水道事業費用 805,901 757,384 48,517

1 営業費用 727,993 676,177 51,816

1 管きょ費 25,015 19,689 5,326

2 総係費 96,091 58,459 37,632

款　　　項　　　目 本年度 前年度 比較

－277－



（単位：　千円）

金額

8 備消品費 60 備消品費 60

9 諸材料費 20 諸材料費 20

11 光熱水費 1,382 光熱水費 1,382

13 燃料費 4 燃料費 4

15 修繕費 10 修繕費 10

18 通信運搬費 466 通信運搬費 466

19 手数料 70 手数料 70

20 委託料 18,971

水質検査委託料
流量計保守点検委託料
ボヱベヺラホヱフ保守点検委託料
下水道台帳整備委託料
汚水幹線等調査委託料

287
293

1,620
1,771

15,000

24 負担金 65
公共汚水ますアヱノヺテ交付金
道路調整サシツマ利用負担金
各種研修負担金

30
13
22

27 使用料 1,017
事務機器等借上料
ＪＲ軌道下占用料
下水道台帳サシツマ使用料

509
6

502

28 工事請負費 2,950 管渠等維持工事 2,950

1 給料 16,190 一般職給 16,190

2 職員手当等 11,468 職員手当等 11,468

3 賞与等引当金繰入額 4,740
賞与等引当金繰入額
法定福利費引当金繰入額

4,052
688

4 法定福利費 7,109
共済費
退職手当組合負担金

4,842
2,267

5 報酬 112 下水道事業運営審議会委員報酬 112

6 報償費 425 納期前納付報奨金 425

7 旅費 46
普通旅費
費用弁償

40
6

8 備消品費 41 備消品費 41

17 広告料 71 広告料 71

18 通信運搬費 90 通信運搬費 90

節
説明

区分
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3 流域下水道管理運営費負担金 152,173 148,209 3,964

4 減価償却費 452,789 448,879 3,910

5 資産減耗費 1,925 941 984

2 営業外費用 67,877 71,179 △ 3,302

1 支払利息及び企業債取扱諸費 62,877 66,179 △ 3,302

2 消費税及び地方消費税 5,000 5,000 0

3 特別損失 31 28 3

3 過年度損益修正損 30 27 3

4 その他特別損失 1 1 0

4 予備費 10,000 10,000 0

1 予備費 10,000 10,000 0

款　　　項　　　目 本年度 前年度 比較
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（単位：　千円）

金額

19 手数料 56 手数料 56

20 委託料 18,406
上下水道料金一括徴収委託料
公営企業会計支援委託料
経営戦略策定委託料

13,178
3,567
1,661

24 負担金 35,792

排水設備設置水洗化あっせん利子補給補助金
排水設備設置水洗化改造等奨励金
雨水貯留槽設置補助金
雨水止水板購入費補助金
日本下水道協会負担金
神奈川県下水道協会負担金
全国町村下水道推進協議会神奈川県支部負担金
酒匂川流域下水道事業促進連絡会負担金
町村情報サシツマ共同利用負担金
神奈川県建設技術協会負担金

8
1,895

32,500
1,000

101
15
25
18

216
14

25 その他引当金繰入額 141 貸倒引当金繰入額 141

27 使用料 1,403
自動車通行費
自動車駐車料
公営企業会計サシツマ使用料

4
1

1,398

29 他会計繰出金 1 他会計繰出金 1

1
流域下水道管理
運営費負担金

152,173 酒匂川流域下水道維持管理負担金 152,173

1
有形固定資産
減価償却費

404,681
構築物減価償却費
機械及び装置減価償却費
工具器具及び備品減価償却費

399,435
5,197

49

2
無形固定資産
減価償却費

48,108 無形固定資産減価償却費 48,108

1 固定資産除却費 1,925
構築物除却費
機械及び装置除却費

595
1,330

1 償還利息 62,477 償還利息 62,477

3 一時借入金利息 400 一時借入金利息 400

1
消費税及び
地方消費税

5,000  消費税及び地方消費税 5,000

1 過年度損益修正損 30 過年度損益修正損 30

1 その他特別損失 1 その他特別損失 1

1 予備費 10,000 予備費 10,000

説明
区分

節
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令 和 ７ 年 度　二 宮 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 明 細 書

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入

1 資本的収入 516,160 507,233 8,927

1 企業債 340,600 319,200 21,400

1 建設改良債 220,600 219,200 1,400

2 資本費平準化債 120,000 100,000 20,000

2 他会計出資金 15,489 33,459 △ 17,970

1 他会計出資金 15,489 33,459 △ 17,970

3 他会計補助金 46,796 53,663 △ 6,867

1 他会計補助金 46,796 53,663 △ 6,867

4 国庫補助金 108,000 91,550 16,450

1 下水道事業費国庫補助金 108,000 91,550 16,450

5 負担金等 5,275 9,361 △ 4,086

1 下水道事業受益者負担金 4,414 4,144 270

2 下水道事業受益者分担金 861 5,217 △ 4,356

※公営企業会計適用債は資本的収入に含まない。

款　　　項　　　目 本年度 前年度 比較
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（単位：　千円）

金額

1 公共下水道事業債 196,000 公共下水道事業債 196,000

2 流域下水道事業債 24,600 流域下水道事業債 24,600

1 資本費平準化債 120,000 資本費平準化債 120,000

1 他会計出資金 15,489 他会計出資金 15,489

1 他会計補助金 46,796 他会計補助金 46,796

1
社会資本整備
総合交付金

108,000  社会資本整備総合交付金 108,000

1
下水道事業
受益者負担金

4,414  下水道事業受益者負担金 4,414

1
下水道事業
受益者分担金

861  下水道事業受益者分担金 861

節
説明

区分
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支　　出

1 資本的支出 761,415 749,137 12,278

1 建設改良費 336,671 322,024 14,647

1 管路建設改良費 311,730 302,921 8,809

2 流域下水道建設費負担金 24,941 19,103 5,838

2 企業債償還金 424,744 427,113 △ 2,369

1 建設改良債元金償還金 396,275 403,878 △ 7,603

2 資本費平準化債元金償還金 25,153 20,254 4,899

3 公営企業会計適用債元金償還金 3,316 2,981 335

款　　　項　　　目 本年度 前年度 比較
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（単位：　千円）

金額

1 給料 11,258 一般職給 11,258

2 職員手当等 7,220 職員手当等 7,220

4 法定福利費 5,234
共済費
退職手当組合負担金

3,657
1,577

8 備消品費 160 備消品費 160

20 委託料 5,249
工事に伴う高額資材調査委託料
内水ネゴヺデボチフ作成委託料

249
5,000

23 補償費 43,600 補償費 43,600

24 負担金 24 県道路面復旧工事負担金 24

27 使用料 985
事務機器等借上料
刊行物掲載単価使用料

828
157

28 工事請負費 238,000
汚水枝線等工事
汚水管きょ等改築更新工事

151,000
87,000

1
流域下水道
建設費負担金

24,941 酒匂川流域下水道建設事業費負担金 24,941

1
公共下水道事業債
元金償還金

368,478 公共下水道事業債元金償還金 368,478

2
流域下水道事業債
元金償還金

27,797  流域下水道事業債元金償還金 27,797

1
資本費平準化債
元金償還金

25,153  資本費平準化債元金償還金 25,153

1
公営企業会計適用債
元金償還金

3,316  公営企業会計適用債元金償還金 3,316

説明
区分

節
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